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スマート保安技術の利用を促す省令改正・通達改正

 ドローン・AI・センシング・ロボット等の新技術を活用することで日々の点検や保安
検査などの正確性や効率性が飛躍的に向上することが期待されているが、高圧ガス保
安制度の省令等で定める技術基準は改訂が遅れており、新技術の活用を阻害すること
が懸念されている。

 令和2年中に点検・保安検査等の規制について総点検を行い、その結果を踏まえて必
要な規制・制度の見直しに取り組む。

背景

実施内容

(A)設備の使用開始時・終了時の点検及び日常点検
（コンビ則第５条第２項第５号、例示基準等）

(B-1) 保安検査（コンビ則第37条、別表第４、KHKS等）

(B-2) 完成検査（コンビ則第16条、別表第３等）

※(B-2)は、(B-1)の検討結果を踏まえ、完成検査でも有用なものは併せて対応する。

対象

① コンビ則を中心に現行の規定を整理し、新技術の導入にあたり、妨げと
なる規定がないかを確認

② 事業者ヒアリングにより、新技術の活用に向けた試行や導入検討
の状況を調査

③ 見直しの具体案を検討

総点検の進め方

現行の規定上、

① 新技術の活用が困難なもの

→規制の見直しを検討・措置

② 新技術の活用が既に可能なもの

→活用の促進を促す措置

対応

検討の結果、対応方針の整理ができたもの
から順次対応する。

（高圧ガス分野のアクションプランより抜粋）

令和２年10月省令・通達改正
目視検査にカメラ等の使用を可能とすること
で、カメラ搭載ドローンなどの活用が可能に

令和３年２月・３月通達改正
新技術の活用が可能であることを明確化
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点検及び検査への新技術の活用が可能であることの明確化

 令和２年10月省令・通達改正により、目視検査にカメラ等の使用を可能に、これに
よりカメラ搭載ドローンなどの活用が可能となった。

 その他点検及び検査に関する現行の規定を総点検し、ドローン・AI・センシング・ロ
ボット等の新技術の活用を阻害する規定がないことを確認。

 事業者からの要望も踏まえ、新技術の活用促進のため、新技術の活用が可能であるこ
とを明確化する通達改正を行った。

（点検：令和３年２月通達改正、検査：令和３年３月通達改正・KHKS措置）

事業者の声（ヒアリング）

 地元自治体へ事前説明する際など、新技術の活用
が可能であることが明示されている国の文章があると
説明がしやすい。

 法的に使えることが明確になれば、法定検査などでの
活用は促進されると思う。

 社内で予算の獲得がしやすくなる（説明しやすくな
る）ため、明示してもらいたい。

 明示されることで、逆にそれらの技術を活用した検査
方法などを検討するようになるため、活用は促進され
るものと考える。

・人が直接目視により確認

これまで

・カメラ搭載ドローン等により撮影
・人が画像データを確認

ドローン等の導入

・カメラ搭載ドローン等により撮影
・AI等による画像データの解析

AI等の導入

保安検査での新技術活用の可能性（例：目視検査）

【新技術活用メリット】
高所等の作業リスクの低減
足場設置などのコスト（時
間・費用）の低減

検査頻度の増加による保安
力向上 など

【新技術活用メリット】
膨大な画像データの確認作
業時間の低減

人による判断のばらつき・見落
としを解決 など



プラント保安分野におけるドローン活用に向けた取組

 ドローンの活用は、プラント設備の点検頻度の向上や災害時の迅速な現場確認等を実現し、
安全性や効率性の向上さらには保安業務の合理化を図る上で重要。

 現状、非防爆機器であるドローンの活用は現行の非危険箇所での飛行に限定されており、
危険箇所が広く設定されている場合、対象設備の至近距離の飛行が不可能。

 2019年に経済産業省で策定された最新のIEC規格により危険区域の詳細な設定方法を示した

「プラント内における危険区域の精緻な設定方法に関するガイドライン」を用いて危険区域を再評価し、
防爆エリアから非防爆エリアへ変更にすることにより、ドローンの飛行可能エリアを広げることが可能。

現状の第２類危険箇所(緑四角枠内)

評価後の第２種危険箇所
（赤丸枠内）

プラント設備

評価後の非危険箇所（赤丸枠外）
→ドローンを含む非防爆機器の使用可能

現行のドローン
飛行可能エリア
（非危険箇所）

現状

非危険箇所からの飛行のみ可能。現行の非危険箇所は
広域に設定されており、対象設備の至近距離の飛行が
不可能。

非危険区域を拡大したことによる対象設備
からの至近距離での飛行において、飛行の
安全要件を整理する。

対応策

現行の危険区域を「プラント内における危険区域の精
緻な設定方法に関するガイドライン」を用いて見直し、
非危険箇所を拡大する。
→対象設備の至近距離からの飛行が可能となるため、
より詳細かつ明瞭の画像データが取得できる。



プラント保安分野におけるドローン活用に向けた取組（実証事業概要）

 危険区域を見直すことにより、従来の危険区域内であるため飛行ができなかった一部
のエリアが飛行可能エリアとなり、対象設備からの至近距離での飛行が可能となる。
その際のドローンの操作時の影響など、特有の飛行の安全要件や課題の有無を確認す
るため、実証飛行を異なる設備２カ所で実施。

 日時：2020年12月18日（金）

 点検対象：ポリブタジエン樹脂製造設備（稼働中）

 ドローン飛行の実施者：

株式会社自律制御システム研究所

 使用機体：

Mini-GT３（全長：70cm 重量：3.15kg）

JSR株式会社 三井化学株式会社
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 2021年2月8日（月）

 点検対象：ナフサタンク

 ドローン飛行の実施者：

株式会社自律制御システム研究所

 使用機体：

Mini-GT３（全長：70cm 重量：3.15kg）

今回の実証において得られた画像は目視では厳しい場所も確認できるなど有用性が
高かった。現行のガイドラインで書かれている対策に加えて至近距離での飛行の際に
おいても安全確保のため実施した新たな事項を整理し、ガイドラインに反映を予定。

従来の防爆エリア（橙）
見直し後の防爆エリア（黄）

従来の目視
点検方法

ドローン飛行で
得られた画像
目視では死角に
なる接続部分

タンク

従来の防爆エリア（橙）
見直し後の
防爆エリア（黄）

従来のゴンドラを
使った目視点検方法

ドローン飛行状況
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プラント内における危険区域の精緻な設定方法に関するガイドラインの解説書の概要

 2019年、プラント内の防爆エリアを精緻に設定(縮小)できるガイドラインを作成。

 この防爆ガイドラインの活用促進に向け、事業者へのヒアリングを実施。難解な点等、改
善へ向けての多くの意見を頂いた。出された意見を参考に、図や絵を多用し、より分か
り易い解説書を準備中。

 本ガイドラインは最新のIEC規格を元に作成されているが、IEC本文には厳密に明示さ
れていない部分もあるため、作成する解説書が、分かりやすさを追求するが故に、拡大解
釈とならないよう注意が必要。 （防爆に関する有識者への確認が必要）

図や写真
分かり易く

現ガイドライン 文字中心 解説書（イメージ） 図や写真を使いより分かりやすく直感的に
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防爆ドローンガイドラインの策定

構成部品ごとに適用可能な防爆構造を整理し、対応表を作成

 現状では非危険区域での非防爆ドローン活用に制限されているが、危険区域内で運用可能
な防爆ドローンに対するニーズがある。（撮影対象への接近、運用リスク低減）

 現行の防爆型式検定にはドローンに対応しておらず、開発が世界的にも進んでいない状況。

 防爆対応のドローンを実現するに当たっての課題点を明確化し整理を行い、現段階で検討可
能な対応策を提案しガイドラインとしてまとめた。また、対応しきれない課題については今後の検
討課題として整理した。

課題点とその対応策

現存する防爆指針の範囲内での課題
ドローンを構成する部品に適用可能な防爆構造が明らかでない

衝突・落下した場合の衝撃火花
ドローンが危険区域内の設備装置等に衝突した場合に衝撃火花が発生
する可能性がある

落下した場合の防爆機能への影響
現状の試験では落下時の衝撃等によっても防爆機能が維持されるかどうか
を評価できない。

ドローン落下時を想定した衝撃試験装置を用いた落下のリスク評価
試験の提案

ドローンで活用が想定される軽量のアルミニウムは、衝撃火花が発生した
際に着火リスクが高いことから、直接金属同士の衝突を防ぐことを提案

今年度の評価

個別課題の対応策は左記だが、重量・
滞空時間等実用面も加味して総合的に
検討すると、現行の防爆指針で防爆
ドローンの規格として検定・評価し、
実用化することは難しいことが分かった。

今後の検討課題

 現行の防爆指針・規格内での検討
→特殊防爆に関する検討

 新しい防爆規格の検討
→モーターの新しい防爆規格


